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（フロンティア農業経済研究 第17巻第2号 2014.2〕

シ ンポジウム 報告者に対する コメ ン ト

戸別所得補償制度は2011 年8月9日の 「3党合

意」 により制度の見直 し が合意されており、 ま

た、 10月25日に公表された 「わが国の 食 と 腹林

漁業の再生のための基本方針」 では、 TPP対応

牒政の一端 と し ての「直接支払制度の改革」が言

及された。 制度の揺らぎに直面しているもとで、

畑作の長期 • 安定的な展望を示すことが何より も

重要と考えます。 また、 北海道からの政策提案も

必要です。

平田報告は、 畑作に対する基礎的なサボー ト と

しての価格支持政策から品目横断対策 （経営所得

安定対策）への転換、 さらには畑作版戸別所得補

俊制度への転換を丁寧に ト レースされま し た。 座

長解題は、 経営所得安定対策から戸別所得補供制

度への転換に焦点を絞るとされましたが、 コ メン

ト に先立って申し上げたいのは、 直接支払制度を

運用する際の鉄則は「不断の漸進的見直 し」 が必

要だということです。 それに向けた論点の提示が

求められるで し ょ う。 具体的には、 以下の5点で

す。

第1に、 この制度を現場がどのように受け止め

ているか、 と いう こ とです。 これには、 数最払い

に ウ ェ イ ト を箇いたことを評価しつつ、 ゲタ（固

定払） による不作時の経営安定効果を失うのは惜

し い、 という両面があるのではな い か と 思 い ま

す。 後者については、 経営変動に対応 し た経営安

定化の仕組みが戸別所得補償制度には欠落してい

るのではないか、 と いう鋭い論点が含まれるもの

と思います。 平田報告では 「 ナ ラ シ ＋ 畑 作物 共

済」というアイデアが示されましたが、 もう少し

具体的なイ メージに踏み込んでいただければと思
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います。

第2に、 制度転換により、 作付が変化するのか

どうかです。 輪作体系の維持確立は平田報告の

キーワードでもありますが、 それを誘導するはず

の 作付指標と作付実態の乖離を招いてきた一因で

あるゲタ（固定払） の廃止により、 作付はどのよ

うに動くとお考えで し ょ うか。 また、 それを埋め

る ための関連対策が必要だとお考えで し たら、 そ

のアイデアを教えて下さい。

第3に、 産地資金についてです。 平田報告は畑

作版産地 資 金 の 拡 充 を 提言され て い ま す が、

2010年に激変緩和措置として創設された産地資

金 の一部を、 北海道はピー ト ・ でん原ばれいしょ

向けの加算 に 用 い る と し ています。 水田地帯で

は、 地域の創意工夫を反映した水田農業ピジ ョ ン

による転作助成が、 戸別所得補償制度の作物限

定 ・ 面積払いを基本と した助成体系によって硬直

的となっている事態が見受けられます。 畑作版産

地資金はより「創造的な活用」が求められると考

えますが、 それについてのアイ デアがありま し た

らお聞かせ下さい。

第4に、 国際規律 (WTOルール） との整合性

で す。 品目横断対策 （経営所得安定対策） は

WTO農政を ひ じ ょ う に 意 識 し ていたわけです

が、 畑作版戸別所得補償制度は数伍払いを基本と

しています。 国際規律との整合性をどのようにお
考えでしょうか。 自給率向上のためには容認され

るとお考えで し ょ うか。 さらに、 こ の こ ととも関

連 し て、 戸別所得補償制度の立法化についてはど

のような見通しをお持ちでしょうか。

最後 になりますが、 第5に、 TPP対応牒政との
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かかわ り です。 戸別所得補償制度は畑作の保護政

策の一部 と な っ たわけですが、 今後の こ と を考え

る と、 戸別補償の拡充だけでは済まない問題があ

る と思います。 原料農産物生産であ る 畑作の場合

は、 加工業と セ ッ ト で守る仕組みも必要です。 も

し ゼ ロ 関税のTPPが強行さ れれば ①保護財源

の喪失、 ②価格引き下げに伴う追加的保護毀用の

発生、 ③国際競争力の乏し い加工業への対策、 と

いっ た困難な問題が同時に発生 し ま す。 そ も そ も

TPP に つ い て は、 ひ じ ょ う に 大 き な 国民負担が

なければ現状の国内生産の レベルが維持できない

こ と を消費者に説明していないのではないか、 と

い う 問題 も あ り ます。 今 い ち ど、 JAグルー ブの

TPP対応農政への立ち位匹を教えて下さ い。
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